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Ⅰ 計画の基本的事項 

 

１ 地球温暖化問題に関する国内外の動向 

 現在、地球温暖化が一因ともされる大規模な森林火災、集中豪雨などといっ

た自然災害が世界各地で発生し、気候変動がもたらす影響は深刻さを増してい

ます。 

 地球温暖化の主な要因として、人間の生活で排出される温室効果ガスの増加

が挙げられています。温室効果ガスの削減は、国際社会が一丸となって解決す

べき重要な課題となっています。 

平成２６(2014)年 

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書 

「地球の気温上昇が産業革命前より２℃高くなった場合、地球環境に壊滅

的な影響が及ぶ可能性があること」に言及 

平成２７(2015)年 

第２１回国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ２１）「パリ協定」 

世界的な平均気温上昇を、産業革命以前に比べて２℃よりも十分低く保ち、

１．５℃に抑える努力を追求することを世界共通の目標とする 

令和２(2020)年 日本政府 

「２０５０年までの脱炭素社会の実現」を宣言 

令和３(2021)年 日本政府 

２０３０年に２０１３年比ＣＯ２４６％の削減目標 

  

２ 本実行計画の目的 

 防府市役所自らが、一事業者・一消費者であるとの立場を念頭に、地域の模

範となり、自らの事務事業により排出される温室効果ガスの排出量を抑制し、

地球温暖化防止対策の着実な推進を図ることを目的とします。 

 

３ 計画の対象範囲 

（１）対象施設 

 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づく特定事業者として、

定期報告を行っている市所有の施設を対象とします。 

 

【対象施設一覧表】 

所管部署 施設名 

総務部 行政管理課 市庁舎 

地域交流部 文化・スポーツ課 

スポーツセンター陸上競技場、スポーツセン

ター体育館、スポーツセンター武道館、スポ

ーツセンター野球場、公会堂、地域交流セン

ター、青少年科学館、人工芝多目的グラウン

ド、山頭火ふるさと館 
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おもてなし観光課 
サイクリングターミナル、 

三田尻塩田記念産業公園、うめてらす 

生活環境部 
生活安全課 大光寺原霊園、と畜場、斎場 

クリーンセンター クリーンセンター、最終処分場 

健康福祉部 

高齢福祉課 老人憩の家 

障害福祉課 
愛光園、大平園、なかよし園 

身体障害者福祉センター 

子育て支援課 
宮市保育所、富海保育所、江泊保育所 

留守家庭児童学級 

社会福祉課 
宮市福祉センター、右田福祉センター 

牟礼福祉センター、玉祖福祉センター 

健康増進課 保健センター、休日診療所 

産業振興部 

農林水産振興課 青果物地方卸売市場 

農林漁港整備課 排水機場、野島排水処理施設 

商工振興課 
サンライフ防府、シルバー人材センター 

防府地域職業訓練センター、コネクト２２ 

競輪局 競輪場、駅前サービスセンター 

土木都市建設部 
河川港湾課 雨水ポンプ場 

都市計画課 花木センター、大平山山頂公園事務所 

消防本部 消防総務課 
消防本部庁舎、南出張所、東出張所 

大平山無線中継局舎、消防団 13分団消防器庫 

教育委員会 

教育総務課 小学校、中学校、防府図書館 

学校教育課 学校給食センター 

生涯学習課 文化福祉会館、公民館、野島漁村センター 

文化財課 文化財郷土資料館、英雲荘 

上下水道局 

総務課 上下水道局庁舎 

下水道整備課 
浄化センター、雨水ポンプ場、 

右田中継ポンプ場、中関中継ポンプ場 

水道整備課 水源地 

 

（２）対象組織 

 対象施設において事務・事業を行う組織を対象とします。 

 

（３）対象職員 

 対象組織に属し、対象施設において事務・事業に従事する職員を対象とし

ます。 
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（４）対象とする温室効果ガス 

地球温暖化対策推進法の対象とする７つの温室効果ガス※のうち、排出量の

約９割を占めている二酸化炭素（ＣＯ２）を対象として取組を推進していきま

す。 

  ※７つの温室効果ガス：二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフル

オロカーボン、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素 

 

４ 計画の期間 

  計画の期間は、令和４(2022)年度から令和８(2026)年度までの５年間とし

ます。 

 

５ 計画の基準年度 

  目標数値等の基準年度は、令和２(2020)年度とします。 

 

６ 計画の位置付け 

本市では、まちづくりの基本的な構想を示す最上位計画である「第５次防府

市総合計画」を策定し、持続可能なまちづくりを進めています。また、総合計

画を環境面から実行する「防府市環境基本計画（第３次）」を策定し、地球温暖

化対策をはじめとする環境の保全を推進しています。 

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成１０年法律第１１７

号。以下「地球温暖化対策推進法」という。）第２１条第１項の規定に基づき策

定するもので、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化の

ための措置に関する、地方公共団体実行計画（事務事業編）を包含するもので

す。 

 

７ 計画策定の経緯 

 防府市役所では、職員一人ひとりが、あらゆる事務・事業において環境への

配慮を率先して実行するため、平成１２年度から「防府市役所環境保全率先実

行計画」を策定し、推進してきました。 

その後、平成１６年度、平成２３年度に見直しを行ったほか、平成２８年度

には、「防府市環境基本計画」中間見直しに伴い、平成２９年３月に第４次とな

る改訂を行いました。 

このような中、第４次の計画期間が令和３年度で終了することから、市役所

自らがこれまでの取組内容を踏まえ、継続的な環境への配慮を促進するため、

第５次となる「防府市役所環境保全率先実行計画」を策定します。 
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Ⅱ 基本方針と行動目標 

 

１ 基本方針 

 各職場における事務・事業において、環境への負荷の低減を図り、持続可能

な社会を目指すため、「低炭素」、「循環」、「自然との共生」のそれぞれの分野に

ついて以下の基本方針を定め、率先して取り組みます。 

 

（１）省エネルギー・再生可能エネルギーの導入推進（低炭素社会の実現） 

（２）３Ｒの実践（循環型社会の実現） 

（３）自然との調和（自然との共生） 

 

２ 行動目標 

 基本方針に基づき、目標数値を次のとおり設定し、重点的に取り組みます。 

 

（１）二酸化炭素排出量の削減 

 令和３(2021)年４月、政府は地球温暖化対策推進本部において、2050 年カ

ーボンニュートラルの目標と整合的で野心的な目標として、2030 年度に温室

効果ガスを 2013年から４６％の削減目標を発表、さらに５０％の高みに向け

て挑戦を続けていくことを宣言しました。 

こうした目標達成に向け、令和３(2021)年１０月に閣議決定され、政府自

身の実行計画が 2030年度までに温室効果ガス排出量を５０％削減することに

見直されました。本市では、この国の目標を前倒しし、目標年度（令和８（2026）

年度）までにエネルギー起源二酸化炭素排出量を 2013年度から５０％削減す

ることを目標とし、令和１２(2030)年度までに非エネルギー起源二酸化炭素

を含め、全二酸化炭素排出量を５０％以上削減することを目指すこととしま

す。 

  

参考 

（平成 25年度） 

（2013年度） 

［単位：t-CO2］ 

基準年度 

（令和 2年度） 

（2020年度） 

［単位：t-CO2］ 

目標年度 

（令和 8年度） 

（2026年度） 

［単位：t-CO2］ 

エネルギー起源 CO2 24,304     15,014（-38.2%） 11,957（-50.8%） 

 

 

公共施設の電気、燃料の

使用に伴うもの 

23,813     14,615（-38.6%） 11,597（-51.3%） 

公用車の燃料使用に伴

うもの 

491     399（-18.7%） 360（-26.7%） 

非エネルギー起源 CO2※ 22,105     16,354（-26.0%） 14,329（-35.2%） 

二酸化炭素排出量 46,409     31,368（-32.4%） 26,286（-43.4%） 

（ ）内は、2013年度からの削減率 

※ 防府市クリーンセンターで焼却したごみのうち、廃プラスチック類の焼却に伴い排出され

る二酸化炭素 
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（２）環境負荷の低減 

 

  ①電気及び公用車燃料の使用量の削減 

  電気及び公用車燃料の使用量の削減により、二酸化炭素排出量の削減を 

重点的に取り組みます。 

 

ア 電気の使用量の削減 

対象施設で使用する電気について、令和８(2026)年度までに令和２

(2021)年度比２０．７％の削減を図ります。 

項目 
令和 2年度 

実績値 

令和 8年度 

目標値 

電気の使用量 21,649,034 kWh 17,172,150 kWh 

 

イ 公用車の燃料使用量の削減 

公用車の燃料使用量（ガソリン・軽油）について、令和８(2026)年度

までに令和２(2021)年度を基準に９．８％の削減を図ります。 

項目 
令和 2年度 

実績値 

令和 8年度 

目標値 

公用車の燃料使用量 163,306 Ｌ 147,256Ｌ 

 

②水道使用量の削減     

   水道使用量の削減に努めます。 

項目 
令和 2年度 

実績値 

令和 8年度 

目標値 

水道使用量 81,897 ｍ３ 削減に努める 

 

  ③用紙類の使用量の削減 

   用紙類の使用量の削減に努めます。 

項目 
令和 2年度 

実績値 

令和 8年度 

目標値 

コピー用紙の使用枚数 9,321,550 枚 削減に努める 
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Ⅲ 率先行動の内容 

 基本方針で定めた３つの率先行動の柱に基づき、職員一人ひとりが、身近な

ところから環境への負荷の低減を図るため、それぞれの職場で次の項目を日常

的に取り組むこととします。 

 

１ 省エネルギー・再生可能エネルギーの導入推進（低炭素社会の実現） 

 

（１）電気・燃料用ガスの使用量の削減 

取組１ 
空調設備の運転は、冷房時２８℃、暖房時２０℃を室温の

目安として温度管理を行います。 

取組２ 
夏季（５月～１０月）には、身だしなみに留意しつつ軽装

（クールビス）による執務を行います。 

取組３ 
照明設備は、業務に適した照度とし、執務室の窓際消灯や

残業時の不必要な照明の消灯などに努めます。 

取組４ 
窓口等を除き支障のない範囲で、原則として昼休み時間は

消灯します。 

取組５ トイレ、湯沸し室等はこまめに消灯します。 

取組６ 

購入・リースする事務用機器は、グリーン購入法における

「特定調達品目の調達の判断の基準」に沿った節電に配慮し

た製品とします。 

取組７ 

パソコンやコピー機等の事務用機器は、省電力モードに設

定して使用する、または長時間使用しない場合には電源を切

るなど、適正管理に努めます。 

取組８ 
荷物の運搬等以外ではエレベーターの使用を自粛し、階段

の利用に努めます。 

取組９ 
設備の更新や、施設の新設・増設に当たっては、エネルギ

ー効率の良い機器の導入に努めます。 

取組１０ 
パソコン等を長時間使用しない時（概ね 30分以上）や昼休

みには、電源オフを徹底します。 

取組１１ 
照明機器の更新・新設の際は、ＬＥＤ化により省エネを推

進します。 

取組１２ 
働き方改革により、時間外勤務を極力なくし、夜間・休日

の電気使用を控える。 

取組１３ 

新庁舎の建設や公共施設の整備では、自然採光・換気の活

用、省エネルギー設備・機器の導入等を通じ、環境負荷の軽

減を図り、地球環境に配慮した整備を行います。 
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取組１４ 

新庁舎については、外壁・窓ガラスの高断熱化、照明・空

調のセンサーコントロール、ＬＥＤ化、高効率空調機器の導

入等を行い、省エネルギー化を図ります。 

   

（２）公用車の燃料使用量の削減 

取組１５ 
電気自動車、低燃費車、ハイブリッド車、クリーンディー

ゼル車など、環境性能に優れた低公害車等の導入を進めます。 

取組１６ 
公用車は、特種車両等を除き、燃費性能を考慮して、可能

な限り既存の車両より小型なもの（軽自動車等）とします。 

取組１７ 
 タイヤなどの購入に際しては、環境性能に優れたものを積

極的に選択します。 

取組１８ 
アイドリングストップや緩やかな加速・減速、経済速度に

よる走行など、エコドライブの徹底を図ります。 

取組１９ 
近距離への移動の際には徒歩や公用自転車、電動バイクを

積極的に活用するなど、可能な限り自動車の利用を控えます。 

取組２０ 
同一場所への出張、会議、研修等に複数で参加する場合は、

所属課に関わらず、乗り合わせに努めます。 

取組２１ タイヤ空気圧の点検など、適切な車両の管理を励行します。 

 

（３）通勤用車両の燃料使用量の削減 

取組２２ 毎週金曜日の「ノーマイカーデー」を積極的に促進します。 

取組２３ 近距離通勤者の自転車・徒歩通勤を促進します。 

取組２４  公共交通機関を利用した通勤を促進します。 

 

（４）再生可能エネルギーの導入推進 

取組２５ 
施設の新設・増設に当たっては、太陽光発電システム等の

再生可能エネルギーの導入を検討します。 

取組２６ 

小中学校や避難施設等としての機能を発揮する公共施設

で、太陽光発電や蓄電池等の自立・分散型エネルギー設備を

導入します。 

取組２７ 

施設の新設や大規模改修の際は、国等の補助制度や支援策

を活用しながら、再生可能エネルギー設備の導入を検討しま

す。 
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（５）節水の推進 

取組２８ 
手洗い時、トイレ使用時、洗いもの等において、節水に努

めます。 

取組２９ 
 流水擬音、感知式自動水洗など、節水効果のある機器の設

置を促進します。 

取組３０ 
公共施設の建替えや改修の際は、節水型のトイレを設置し

ます。 

   

２ ３Ｒの実践（循環型社会の実現） 

 ３Ｒの実践では、特に用紙類（コピー用紙）使用の削減について、重点的に

取り組み、総使用量の削減を目指します。 

 

（１）リデュース（発生抑制）の推進 

 取組３１  両面印刷、両面コピーを徹底します。 

 取組３２ 
 送付状や会議配布資料等、デザインやレイアウトの工夫に

よる用紙使用の簡素化に努めます。 

 取組３３ 
 コピー後には必ずコピー機をリセットしてミスコピーを防

止します。 

 取組３４ 
 印刷物を作成するときは必要最小限とし、適正部数を作成

します。 

 取組３５  個人所有の文書・資料の減量化を徹底します。 

 取組３６ 
 電子データによる文書の供覧やビジネスチャットの活用等

を積極的に行い、ペーパーレス化に努めます。 

 取組３７ 
使い捨て製品の使用を控え、詰め替え可能な製品の使用に

努めます。 

 取組３８ 
物品購入は計画的に行い、不必要な物品の購入を抑制しま

す。 

 取組３９ 
 先に購入した物品から使用する「先入れ先出し」を徹底し

ます。 

 取組４０  工法の改善により、廃棄物の発生量の抑制に努めます。 

 取組４１  電子メール等を活用し、ファクシミリの使用を減らします。 

 取組４２  ペーパーレス会議を推進します。 

 取組４３  申請書のペーパーレス化を進めます。 
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 取組４４ 
 新庁舎では、ＩＣカード等による文書等出力管理を行い、

ペーパーレス化を推進します。 

 取組４５  電子決裁を導入し、ペーパーレス化を推進します。 

 取組４６ 
 公文書の保存方法について、紙以外での保存を検討し、ペ

ーパーレス化を推進します。 

 

（２）リユース（再使用）の推進 

 取組４７ 
ミスプリント、ミスコピー紙の再利用に努めます。ただし、

再利用する場合は、機密文書や個人情報等に十分留意します。 

 取組４８ 封筒の繰り返し利用に努めます。 

 取組４９ 備品の再利用・所管換を積極的に進めます。 

 取組５０ 
掲示板（電子メール）などを利用し、不要物品の再利用に

努めます。 

 

（３）リサイクル（再生利用）の推進 

取組５１ 

物品購入に当たっては、エコマークなどの「環境ラベル」

を参考に、再生品の使用など、グリーン購入法における「特

定調達品目の調達の判断の基準」に沿った製品の購入に努め

ます。 

取組５２ 購入し使用する用紙類は、原則として再生紙とします。 

取組５３ 
印刷物の発注の際には、古紙配合率・白色度を仕様書に明

示します。 

取組５４ 分別回収を徹底し、資源化に努めます。 

取組５５  公共工事における廃棄物のリサイクルに努めます。 

取組５６  再生品の使用に努めます。 

 

３ 自然との調和（自然との共生） 

（１）騒音・振動等の公害発生防止対策 

取組５７ 
ばい煙、粉じんの発生については、法令を遵守するととも

に、環境への負荷の低減を図ります。 

取組５８ 
悪臭の発生については、法令を遵守するとともに、その防

止を図ります。 
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取組５９ 
排水については、法令を遵守するとともに、環境への負荷

の低減を図ります。 

取組６０ 

悪影響を及ぼすおそれのある化学物質を含む製品（農薬、

化学肥料、洗剤等）の使用に際しては、水質、土壌の汚染防

止を図ります。 

取組６１ 

 騒音・振動の発生する施設、作業については、法令を遵守

するとともに、低騒音型の機器の使用に努めるなど、騒音・

振動防止を図ります。 

 

（２）緑化の推進 

取組６２ 庁舎や学校、公共施設周辺や市道の緑化に努めます。 

取組６３ 公共工事を行う際には、可能な限り自然を残します。 

取組６４ 
公共工事により除去される樹木は、可能な限り移植又は補

植します。 

 

（３）その他の環境配慮の推進 

取組６５ 廃棄物は、排出者の責任において適正に処理します。 

取組６６ 
産業廃棄物は、マニフェスト制度の遵守等により、適正に

処理します。 

取組６７ 
乾電池・蛍光灯などの有害物質を含む廃棄物は、適切に保

管・処理します。 

取組６８ 

市の主催する各種行事・イベントの実施の際には、自然環

境や周辺環境への配慮、廃棄物の発生・排出抑制、省資源・

省エネルギー等に努め環境への配慮に取り組みます。 

取組６９ 
職員の環境保全に関する意識を啓発するため、職員に対し

て必要な情報の提供や計画的な研修の実施に努めます。 

取組７０ 
職員の環境に関する地域活動や環境づくりなどのボランテ

ィア活動への積極的な参加を促します。 
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Ⅳ 計画の進行管理と公表 

 

１ 推進体制 

 平成２３年度に設置した「防府市環境保全推進委員会（事務局：生活環境部

生活安全課）」により、計画の総合的な進行管理を行うとともに、実施状況に基

づき改善措置を各課等に指示します。 

 また、各職場での計画の着実な推進を図るため、各課等に推進責任者を配置

します。 

 推進責任者の役割は、以下のとおりです。 

 ・職員に対する指導・啓発 

 ・実施状況の事務局への報告 

 ・実施状況に基づき、他の職員に対する改善の指示 

 ・所属内での本計画の推進及び積極的なグリーン購入の推進 

 

２ 点検・評価 

 推進責任者は、次の実施状況を随時点検し、毎年６月末までに調査・報告書

を事務局へ提出します。 

 ・電気の使用量 

 ・水道、燃料用ガス等の使用量 

 ・公用車の燃料の使用量 

 ・用紙の使用量 

 ・その他必要な事項 

事務局は、各課等から提出された調査・報告書により毎年計画の実施状況を

取りまとめ、必要に応じて「防府市環境保全推進委員会」において総合的な評

価を行います。 

 

３ 公表の方法 

 本計画の進捗状況は、毎年度発行する「防府市の環境」において公表します。 

 

４ 関連マニュアル等の作成 

 計画の推進に当たっては、必要に応じて、具体的な個別案件を扱う作業部会

を設置し、各取組に必要なマニュアル等の作成を行います。 
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【推進・点検体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防府市環境保全推進委員会 
－副市長、部長等－ 

（進行管理・評価） 

推進責任者 
－各課等－ 

（点検） 

事務局 
－生活安全課－ 

（集計・報告書の作成） 

職員 

作業部会 

（マニュアル等の作成） 
改善指示 

報告・提案 
情報提供 

研修・指示 

提案 指導・啓発 

実施状況の公表「防府市の環境」 

報告 


